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研究成果の概要：近年急速に発展してきた行動経済学の成果をいわゆる「組織の経済学」へ応

用し、旧来の経済学の枠組みでは解明しきれなかったいくつかの現象に対して、新しい知見を

得ることを目標に研究を行った。特に焦点をあてたのは、経済主体（エージェント）が自分自

身の属性に関して不完全な知識しか有していない状況（imperfectly known self）で、制度やイ

ンセンティブといったものの機能がどのように変化し、そしてその結果、どのような含意を生

み出すのかという点についてである。本研究では、自信や自尊心といった要素がエージェント

のモチベーションに与える影響を明示的に取り入れることで、旧来の理論では説明が困難であ

った様々な制度や事象に対して新たな知見を提示した。 
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１．研究開始当初の背景  

 経済学では、伝統的に、利己的かつ合理

的な主体による意思決定を基礎として様々

な社会現象に対する説明を与えてきたが、

こうした経済的な要因の他に社会心理学等

の分野において強調される要因を取り入れ

た分析も増加の傾向にある。しかし、こう

した心理学的な要因を導入した研究の多く
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は基礎理論が中心であり、応用諸分野への

拡張はまだ十分とはいえない状況である。 

 

２．研究の目的 

 本研究では、上述の点を踏まえ、近年の

行動経済学や実験経済学における成果を取

り入れて、企業内部組織の分析に新たな視

点を与えることを目的とした。特に、エー

ジェントが自分自身に関して不完全な情報

しか持たない場合の最適な組織構造を中心

的な問題意識としている。 

 

３．研究の方法 

 標準的な契約理論（特にモラルハザード

モデル）に行動経済学の要素を取り入れる

ことで理論的な分析を行った。 

 
４．研究成果 

このテーマに直接関連するものとして４

つの論文を作成した。 

一つ目の論文では、エージェントの能力

に関して、エージェント自身よりも管理者

または評価者であるプリンシパルの方がよ

り正確な情報を有している状況を想定し、

こうした状況における最適な昇進ルールに

ついての分析を行った（”Optimal Promotion 

Policies with the Looking-Glass Effect,” 

Journal of Labor Economicsに公刊済み）。

このような状況では、評価者による人事評

価がその評価者自身の持つ私的情報を間接

的に伝達するために、昇格や降格の判断に

戦略的なインセンティブが生じる。特にこ

の論文では、降格はエージェントの自信を

損ない、モチベーションを著しく低下させ

るため、降格人事が過尐になることを示し

た。企業組織において降格人事がほとんど

観察されないことはよく知られた事実であ

るが、この論文ではこのような問題に対し

て新たな視点を提示しているといえる。 

二つ目の論文では，エージェントが自分自

身の能力水準から直接または間接的に効用

を得る（self-esteem concerns）状況を想定

し，こうした状況において最適な契約がどの

ような影響を受けるかという問題について

の 分 析 を 行 っ た （ ”Contracting with 

Self-Esteem Concerns,” OSIPP Discussion 

Paper DP-2006-E-004，現在投稿中）。特に着

目したのは、自分の能力に関する情報を意図

的に遠ざける self-handicappingのインセン

ティブがモラルハザード問題におけるリス

クとインセンティブの関係について与える

影響である。この分析の結果、モラルハザー

ド問題の基本命題であるリスクとインセン

ティブのトレードオフは、このような環境で

は必ずしも成立しないことが示された。リス

クとインセンティブのトレードオフは理論

的には頑健な命題であるにも関わらず、現実

にこの関係を観察することは難しく、モラル

ハザードの文献における一つのパズルと認

識されている。この分析の結果はこうした問

題意識に対して行動経済学的な観点から新

たな視点を提供するものと考えられるであ

ろう。 

三つ目の論文では、意思決定者が自らの特

性に関する評判に関心をもつ時の意思決定

の 歪 み に 関 す る 分 析 を 行 っ た

（ “Decisiveness,” OSIPP Discussion Paper 

DP-2008-E-002, 現在投稿中）。この分析によ

って示されたリーダーと組織構成員の間の

相互依存関係の構造は、Burns (1978)や

Conger and Kanungo (1998)に代表される近

年のリーダーシップ研究における主要な主

張とも概ね整合的であり、新しいリーダーシ

ップ理論の経済学的基礎付けの一つの可能

性を示している。経済学分野においてはこう

したモチベーションやインスピレーション

といった側面を重視する transformational 



 

 

leadership を明示的に扱った研究はほとんど

存在しておらず、今後もこのような研究を継

続することで新たな知見が得られるものと

期待している。 

四つ目の論文では、エージェントが自分の

自信の水準を保持するために、意図的に情報

の取捨選択が行える状況を想定した（”Vision 

and Flexibility,” OSIPP Discussion Paper 

DP-2009-E-001，現在投稿中）。自らの記憶を

ある一定の範囲で操作できる環境において

は、エージェントは自分に都合のよい事象に

過剰なウェイトを置くインセンティブがあ

る一方で、自分に都合の悪い事象には過小な

ウェイトを置くインセンティブが生じる。こ

の結果として、情報が動学的に得られるとき

に、エージェントは先に得られた情報に過剰

に影響され、新しい情報に客観的に対応でき

ないことが示された。このような人間の記憶

に関する自己帰属的なバイアスは、心理学の

分野ではよく知られた事実であるが、こうし

た傾向の経済学の枠組みでの応用はまだそ

れほどなく、今後も研究の継続が必要な課題

の一つである。 

これらの一連の研究は、どれも最適な組織

デザインには物質的な要因だけでなく、心理

的な要因の考察も重要であることを示唆し

ていると考えられる。本研究では、エージェ

ントの自信や自尊心といった側面に重点を

置いて分析を行ったが、人間のモチベーショ

ンを決定する要因はこの他にも多岐にわた

っており、これらの要因の影響に関する知見

の蓄積は今後の重要な課題といえよう。 
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